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日本政府による米軍普天間飛行場代替施設建設事業の工事再開に対する抗議 

 

 12月 20日に辺野古違法確認訴訟にて沖縄県の敗訴が確定し、同月 26日に沖縄県知事による埋め立て

承認取り消しを取り消し処分したことを受けて、日本政府は本日午後より工事に向けた作業を再開する

と報じられている。日本自然保護協会は、事業予定地の生物多様性豊かな自然環境の保全と安全で安心

な暮らしを守る立場から、工事再開に対して強く抗議する。 

 

同事業に係る環境影響評価は科学性に欠け、環境保全措置の有効性も担保されず、市民との意見交換

も十分に行われないまま終了した問題のある手続きであった。 

 

辺野古・大浦湾は、沖縄県自然環境保全指針ランクⅠに指定されており、今年 4 月に環境省より重要

海域の１つとして選定され、ラムサール条約登録湿地の候補地となり、国内外から生物多様性のホット

スポットであると認識されている。また、環境影響評価終了後にはジュゴンが高頻度で利用するように

なり（U.S.Marine Corps Recommended Findings 2014、沖縄防衛局 2015など）、新種や国内初記録

の生物種が発見されるなど（日本自然保護協会、2014）、環境影響評価を行ったときよりもさらに生物多

様性が豊かであることが明らかにされている。 

 

今年 9 月上旬に開催された IUCN（国際自然保護連合）世界自然保護会議および今月メキシコで開催

された生物多様性条約第 13回締約国会議では、今後進むであろう気候変動に対応するためにもより一層

生物多様性の保全および主流化に注力すべきであるという議論がなされた。 

 

本海域の埋め立て工事再開は、国際社会の流れにも逆らうものであり、本海域の持つ生物多様性を日

本の財産として保全することを求め、工事再開に強く抗議する。 


